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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第３期

第１四半期
連結累計期間

第２期

会計期間
自 2021年12月１日
至 2022年２月28日

自 2020年12月１日
至 2021年11月30日

売上高 (千円) 9,334,257 29,543,914

経常利益 (千円) 789,674 1,593,082

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益

(千円) 498,425 1,034,878

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 498,577 1,035,005

純資産額 (千円) 4,871,838 4,373,261

総資産額 (千円) 26,765,554 25,916,509

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 428.20 889.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 18.2 16.9

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、第２期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第２期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社は前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連

結累計期間との比較分析を行っておりません。また「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月

31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2021年12月1日～2022年2月28日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染

症拡大に対する、まん延防止等重点措置の再度の発動があり経済活動の制限が行われる等厳しい状況が続きまし

た。今後についてはワクチン接種の進行により収束していくことが期待されますが、依然として先行き不透明な状

況が続いております。

　当社グループの主たる事業である中古住宅再生事業の属する中古住宅流通市場におきましては、公益財団法人東

日本不動産流通機構（東日本レインズ）によると、2021年12月から2022年2月における首都圏中古マンションの成約

件数が、前年同期比837件（8.6％）の減少となりました。一方で同期間の月末時点平均在庫件数は前年同期比739件

（1.9％）の減少となっており、供給以上に需要が強い傾向となっております。

　このような市場環境の中、株式会社ホームネットにおいては2021年12月に埼玉支店を開設し、同支店を含む全国

主要都市（10拠点）にて顧客ニーズの強い地域、価格帯、商品内容を分析し、きめ細かな仕入対応と販売供給に努

めました。

　一方、注文住宅の業績に関係する住宅業界の動向は、住宅ローン金利が低水準で推移していることや、新型コロ

ナウイルス感染症の経済的な悪影響への対策として政府を中心とした住宅取得支援策が積極的に打ち出されており、

2021年12月から2022年2月における新設住宅着工戸数は前年同期比961件（1.0％）の増加となっているものの、増加

傾向にあるとは言えない状況にあります。また建設資材や物流コストの上昇はますます深刻化しており、人手不足

による人件費高騰と相俟って当業界の収益構造に大きく影響を及ぼしております。

　このような市場環境の中、各社ともに顧客ニーズに合致する土地の仕入強化、新商品の開発投入を進めることで

売上・利益の確保に努めました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は9,334,257千円、営業利益は795,958千円、経常利益は

789,674千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は498,425千円となりました。

なお、当社グループは住まい・住み替えに関わる全てのプロセス、すなわち住宅購入・売却、建築、住宅リノベ

ーション、不動産賃貸借・開発等を一体として扱うことで、一人ひとりのライフスタイルに合う満足いく住まい・

サービスの提供に取り組んでおります。これら事業全体を単一セグメントと捉えておりますので、セグメント別の

記載事項はありませんが、参考までに主に中古住宅再生を扱う株式会社ホームネット単体と、主に戸建住宅を扱う

株式会社ファーストホーム、株式会社サンコーホームの合算値について記載します。

〔株式会社ホームネット（中古住宅再生）〕

物件仕入件数は当第１四半期連結累計期間においては286件となり、物件販売件数は当第１四半期連結累計期間

においては254件となりました。この結果、当第１四半期連結累計期間における株式会社ホームネットの売上高は

7,523,025千円、営業利益は723,302千円となりました。

〔株式会社ファーストホーム、株式会社サンコーホーム（戸建住宅）〕

主に戸建住宅を扱う２社の合計引渡件数は当第１四半期連結累計期間においては66件となりました。この結果、

当第１四半期連結期間における合算の売上高は1,798,092千円、営業利益は47,819千円となりました。
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(2) 財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における資産合計は26,765,554千円となり、前連結会計年度末に比べ849,044千円

増加致しました。これは主に、現金及び預金が312,196千円、仕掛販売用不動産が2,029,328千円増加した一方で、

販売用不動産が1,696,742千円、のれんが44,046千円減少したこと等によるものであります。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債合計は21,893,715千円となり、前連結会計年度末に比べ350,467千円

増加致しました。これは主に、短期借入金が1,209,365千円の増加した一方で、未払法人税等が224,662千円、長

期借入金（１年内返済予定を含む）が369,552千円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は4,871,838千円となり、前連結会計年度末に比べ498,577千

円増加致しました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴う利益剰余金498,425千円の増加

によるものであります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(4) 経営方針・経営戦略等財政状態の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあり

ません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

(6) 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方における基本方針

当第１四半期連結累計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方における基本方針につい

て重要な変更はありません。

(7) 研究開発活動

当社は「リアル×テクノロジー」で顧客のライフサイクルやニーズにあった住まい・サービスを提供する

「KAITRY（カイトリー）」事業を展開しています。iBuyer機能で重要なAI査定に関してビッグデータからの査定値

と当社グループにおける年間約20,000件の独自査定との関連性・乖離状況の分析や、ポータルサイト『KAITRY』の

開発・改良等行っております。当社グループ内の企画人材やエンジニアを中心に対応しておりますが、当社グルー

プの社内的なDXと外部向けサービス提供は表裏一体であり、これら開発業務を通常業務の一環として行っており、

研究開発活動を特定することは困難であります。したがって、当第１四半期連結累計期間において、研究開発費を

区分集計しておりませんので、金額の記載を省略しております。

(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000

Ａ種優先株式 136,000

計 2,136,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,028,000 1,028,000 非上場

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容に何ら限定のな
い当社における標準となる株式
であり、単元株式数は100株であ
ります。

Ａ種優先株式 136,000 136,000 非上場 （注）

計 1,164,000 1,164,000 ― ―

（注）Ａ種優先株式の内容

Ａ種優先株式の内容は以下のとおりです。

Ⅰ 剰余金の配当

当社は、剰余金の配当をするときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）または

Ａ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主

（以下「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）と

同順位かつ同額で、剰余金を支払う。

Ⅱ 残余財産の分配

１．当社は、残余財産（その種類を問わない。以下同じ。）の分配をするときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先

登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき7,353円（ただ

し、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式の併合、株式無償割当てまたはその他これに類似する事由が生じた

場合には、適切に調整される。）に年利８％で残余財産の分配時までの複利を計算して得られる額を加算した金

額（以下「Ａ種優先残余財産分配額」という）を支払う。

２．Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先残余財産分配額の全額が分配された後、普通

株主または普通登録株式質権者に対して残余財産の分配をする場合には、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者に対しては、残余財産の分配を行わない。

Ⅲ 普通株式を対価とする取得請求権

１．Ａ種優先株主は、2020年11月16日以降いつでも、当社に対して、その有するＡ種優先株式の全部または一部

を取得することを請求することができるものとし、当社は、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式を取

得するのと引き換えに、第２項に定めるところに従って算出される数の当社の普通株式を、当該Ａ種優先株主に

対して交付する。

２．取得と引換えに交付すべき普通株式の数

(a)Ａ種優先株式を取得するのと引換えに交付すべき当社の普通株式の数は、次のとおりとする。
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取得と引換えに

交付すべき普通株式の数
＝

Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式の数に7,353円を

乗じて得られる額

転換価額

ただし、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式の数に乗じる上記価額（7,353円）は、株式の分

割、株式の併合、株式無償割当てその他これに類する事由が生じた場合には、適切に調整される。

(b)取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ

の場合においては、会社法第167条第３項の規定に従いこれを取り扱う。

３．転換価額

転換価額は、次のとおりとする。ただし、第４項の各事由が生じた場合は、下記(a)ないし(c)により定まる

転換価額に、都度第４項に定める調整をすべて行った後の価額を転換価額とする。

(a)当社の株式価値が238億円以上である場合：7,353円

(b)当社の株式価値が64億円以上238億円未満である場合：以下の算式により算出される額

転換価額 ＝
7,353－1,259

× (株式価値 - 6,400,000,000) ＋ 1,259 円
23,800,000,000－6,400,000,000

(c)当社の株式価値が64億円未満である場合：1,259円

なお、「株式価値」とは、以下の額のうち、Ａ種優先株主が選択したものをいう。

(i)当社の株式が誠実に決定された条件において譲渡または発行された場合における譲渡価額又は発行価額に

関し、その算出の基礎となる当社の株式価値全体として当該譲渡または発行に係る当事者の間で合意され

た額

(ⅱ)Ａ種優先株主が指名する独立の鑑定人がその時点における当社の公正な株式価値全体として算出した額

(ⅲ)当社の取締役会において、当社の普通株式をいずれかの金融商品取引所へ上場させることの申請に係る

取締役会決議が行われた場合、主幹事証券会社または当社の当該取締役会において選任された独立の鑑定

人によって当社の株式価値全体として合理的に算出される額

４．転換価額の調整

(a)以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり転換価額を調整する。

(i)普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により転換価額を調整する。な

お、株式無償割当ての場合には、以下の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償割当て前発行

済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発行済普通株式数」

は「無償割当て後発行済普通株式数（ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く。）」とそれぞ

れ読み替える。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数

調整後の転換価額は、株式の分割に係る基準日の翌日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無

償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日）以降これを適用する。

(ⅱ)普通株式につき株式の併合をする場合、以下の算式により、転換価額を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

調整後の転換価額は、株式の併合の効力が生ずる日（株式の併合に係る基準日を定めた場合は当該基準

日の翌日）以降これを適用する。

(ⅲ)調整前の転換価額を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が保有する普通株式を処分する

場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。以下本項において同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新

株予約権の行使による場合、または合併、株式交換もしくは会社分割により普通株式を交付する場合を除

く。）、次の算式（以下「転換価額調整式」という。）により転換価額を調整する。調整後の転換価額は、

払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本(a)において同じ。）の翌日以降、ま
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た、株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降

これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、転換価額調整式における「新規発

行株式数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分金

額」とそれぞれ読み替える。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前転換価額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数（当社

が保有する普通株式を処分する場合には、処分前において当社が保有する普通株式の数）を控除した数と

する。

ただし、本(ⅲ)による転換価額の調整は、全てのＡ種優先株主がかかる調整を不要とした場合には行わ

れない。

(ⅳ)調整前の転換価額を下回る価額をもって(x)普通株式の交付と引換えに当社に取得され、もしくは当社に

対して取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行または処分する場合（無償割当て

の場合を含む。）または(y)普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくはその他の証券を発行または処

分する場合（無償割当ての場合を含む。）、かかる株式、新株予約権またはその他の証券の払込期日（新

株予約権の場合は割当日。以下本(ⅳ)において同じ。）に、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日

（無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(ⅳ)において同じ。）に、また株主割当日

がある場合はその日に、発行または処分される株式、新株予約権またはその他の証券の全てが当初の条件

で取得または行使等され普通株式が交付されたものとみなし、転換価額調整式において「１株当たり払込

金額」としてかかる価額を使用して算出される額を、調整後の転換価額とする。また、転換価額調整式に

おける「新規発行株式数」は、本号による調整の適用の日にかかる発行株式または新株予約権の全てにつ

き普通株式への転換または行使された場合に交付される普通株式の数とする。調整後の転換価額は、払込

期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合には

その日の翌日以降、これを適用する。ただし、本(ⅳ)による転換価額の調整は、全てのＡ種優先株主がか

かる調整を不要とした場合には行われない。また、本(ⅳ)による転換価額の調整は、当社が当社のインセ

ンティブ報酬として当社または当社の子会社の役員または従業員（以下「役職員等」という。）に対して

新株予約権を発行する場合には、当該発行後において当社が当社のインセンティブ報酬として当社または

当社の子会社の役職員等に対して発行した新株予約権（ただし、発行後権利行使されることなく放棄され

たものまたは消却されたものを含まない。）の目的たる株式の合計数が36,720株を超えない場合にも行わ

れないものとする。（ただし、当社の普通株式につき、株式の分割、株式の併合、株式無償割当てまたは

その他これに類似する事由が生じた場合には、当該新株予約権の目的たる株式の合計数は適切に調整され

る。）

(b)上記(a)に掲げた事由によるほか、下記(i)ないし(ⅲ)のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優先株主

およびＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後の転換価

額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、転換価額の調整を適切に行うものとする。

(i)合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、吸収分

割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継、または新設分割のため

に転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅱ) 上記(i)のほか、普通株式の発行済株式の総数（ただし、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変

更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ)上記(a)の(ⅳ)に定める株式、新株予約権またはその他の証券につきその取得・行使等により普通株式が

交付され得る期間が終了したとき。ただし、当該株式、新株予約権またはその他の証券全てにつき普通株

式が交付された場合を除く。

(c)転換価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。

(d)転換価額の調整に際し計算を行った結果、調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後、転換価額の調整を必要とする事由が発生し、
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転換価額を算出する場合には、調整前転換価額はこの差額に係る調整を行った額とする。

(e)転換価額の調整が行われる場合には、当社は、当該転換価額の調整に関連する事項を決定後直ちに、Ａ種優

先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して、その旨ならびにその事由、調整後の転換価額、適用の日お

よびその他の必要事項を通知しなくてはならない。

Ⅳ 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、以下の事由が充足される場合、当社に対して、その有するＡ種優先株式の全部または一部

を取得することを請求することができるものとし、当社は、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式を

取得するのと引き換えに、Ａ種優先残余財産分配額を、Ａ種優先株主に対して交付する。

(a)2022年11月末日を経過した場合。ただし、2022年11月末日までに金融商品取引所に上場しない合理的な理由

があり、かつ2023年11月末日までに、いずれかの金融商品取引所に上場できる具体的な計画がある場合に限

り、2023年11月末日を経過した場合とする

(b) 2020年11月16日以降に終了する事業年度に係る当社の連結売上高、連結経常利益又は連結当期純利益（た

だし、2020年11月期事業年度については当社設立前の株式会社ホームネットの連結売上高、連結経常利益又

は連結当期純利益を引き継ぐものとする）のいずれかが、株式会社ホームネットの2019年11月期事業年度に

係る連結損益計算書における、連結売上高、連結経常利益または連結当期純利益（但し、かかる連結売上高、

連結経常利益または連結当期純利益は、当社の各子会社の対象事業年度が12か月に満たない場合は、当該事

業年度の末日から直近12か月間に係る当該子会社の売上高、経常利益および当期純利益を用いて合理的に算

出するものとする。）の100％に相当する額に満たなかった場合

(c)当社の普通株式が、2022年11月末日までに、いずれの金融商品取引所にも上場できる見込みがない場合（Ａ

種優先株主が、かかる見込みがないと合理的に判断した場合を含む。）

Ⅴ 議決権

Ａ種優先株主は、普通株主と同様に、株主総会においてＡ種優先株式１株につき１個の議決権を有する。

Ⅵ 株式の併合または分割、募集株式等の割当て等

１．当社は、株式の分割または併合をするときは、普通株式およびＡ種優先株式の種類ごとに同時に同一の割合

でこれを行うものとする。

２．当社は、株主に募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場合に応じ

て、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、Ａ種優先株主に

はＡ種優先株式またはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に同一割

合で与える。

３．当社は、株式無償割当てまたは新株予約権無償割当てをするときは、各々の場合に応じて、普通株主には普

通株式の株式無償割当てまたは普通株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、Ａ種優先株主に

はＡ種優先株式の株式無償割当てまたはＡ種優先株式を目的とする新株予約権の新株予約権無償割当てを、そ

れぞれ同時に同一の割合で行うものとする。

４．当社は、単元株式数について定款の変更をするときは、普通株式およびＡ種優先株式のそれぞれの単元株式

数について同時に同一の割合でする。

Ⅶ 合併、株式交換または株式移転の場合の措置

１．当社は、当社が消滅会社となる吸収合併もしくは新設合併、または当社が完全子会社となる株式交換もしく

は共同株式移転をするときは、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録

株式質権者に対し、Ａ種優先株式１株につきＡ種優先残余財産分配額に相当する額の存続会社、新設会社または

完全親会社の株式または金銭その他の財産（以下「割当株式等」という。）が割当てられるようにする。

２．Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、前項に従いＡ種優先残余財産分配額の全額に相当

する額の割当株式等が割当てられた後に、なお当社の普通株主または普通登録株式質権者に割当てられる割当

株式等がある場合においても、前項のほか、割当株式等の割当てを行わない。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

2021年12月１日～
2022年２月28日

－ 1,164,000 － 100,000 － －

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)

　普通株式
1,028,000

　Ａ種優先株式
136,000

10,280

1,360

（注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,164,000 ― ―

総株主の議決権 ― 11,640 ―

（注）Ａ種優先株式の内容については、「１．株式等の状況」の「(1)株式の総数等 ②発行済株式」に記載してお

ります。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期連結会計期間(2021年12月１日から2022年２月28日まで)及び第１四半期連結累計

期間(2021年12月１日から2022年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　 当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 　 5,348,091 5,660,287

売掛金 26,640 35,901

完成工事未収入金 7,011 8,079

販売用不動産 11,894,960 10,198,217

　 仕掛販売用不動産 3,404,826 5,434,154

　 未成工事支出金 1,185,601 1,263,755

原材料及び貯蔵品 4,956 7,825

その他 941,043 1,092,428

流動資産合計 22,813,133 23,700,651

固定資産

有形固定資産 1,014,483 1,025,160

無形固定資産

のれん 1,543,357 1,499,311

その他 70,133 66,580

無形固定資産合計 1,613,491 1,565,891

投資その他の資産 475,401 473,850

固定資産合計 3,103,376 3,064,903

資産合計 25,916,509 26,765,554
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,296,144 1,058,235

短期借入金 ※ 10,346,665 ※ 11,556,031

１年内償還予定の社債 410,000 445,000

　 １年内返済予定の長期借入金 　 1,276,435 　 1,282,660

　 未払法人税等 520,616 295,953

　 未成工事受入金 1,817,293 1,811,508

賞与引当金 9,043 72,125

その他 600,974 369,877

流動負債合計 16,277,172 16,891,393

固定負債

社債 826,000 937,000

長期借入金 　 4,179,232 　 3,803,454

役員退職慰労引当金 185,000 185,000

退職給付に係る負債 42,550 43,510

その他 33,293 33,358

固定負債合計 5,266,075 5,002,322

負債合計 21,543,247 21,893,715

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,024,598 1,024,598

利益剰余金 3,246,352 3,744,778

株主資本合計 4,370,950 4,869,376

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,129 1,280

その他の包括利益累計額合計 1,129 1,280

新株予約権 1,181 1,181

純資産合計 4,373,261 4,871,838

負債純資産合計 25,916,509 26,765,554
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年12月１日
至 2022年２月28日)

売上高 9,334,257

売上原価 7,530,105

売上総利益 1,804,151

販売費及び一般管理費 1,008,192

営業利益 795,958

営業外収益

受取利息 615

　 受取配当金 18,000

　 不動産取得税還付金 23,742

その他 5,268

営業外収益合計 47,626

営業外費用

支払利息 46,344

　 社債利息 507

その他 7,059

営業外費用合計 53,911

経常利益 789,674

税金等調整前四半期純利益 789,674

法人税等 291,248

四半期純利益 498,425

非支配株主に帰属する四半期純利益 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 498,425
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年12月１日
至 2022年２月28日)

四半期純利益 498,425

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 151

その他の包括利益合計 151

四半期包括利益 498,577

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 498,577

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。） 等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ますが、当第１四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

税金費用の計算

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 連結子会社（株式会社ホームネット、株式会社サンコーホーム）においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行16行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当座貸越契

約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年２月28日)

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

8,369,100千円 8,366,800千円

借入実行残高 5,052,030千円 6,121,585千円

差引額 3,317,069千円 2,245,214千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

減価償却費 24,484千円

のれんの償却額 44,046 〃
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

１ 配当金支払額

　該当事項はありません。

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

　当社グループは、KAITRY事業の単一セグメントのため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

当社グループは、KAITRY事業の単一セグメントであり、顧客との契約を分解した情報は、以下のとおりでありま

す。

当第１四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年２月28日)

　 (単位：千円)

KAITRY事業

　中古住宅再生 　7,488,987

　戸建住宅 　1,716,424

　その他 98,604

　顧客との契約から生じる収益 9,304,017

その他の収益 30,240

外部顧客への売上高 9,334,257
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年12月１日
至 2022年２月28日)

１株当たり四半期純利益 428.20円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 498,425

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

498,425

期中平均株式数(株) 1,164,000

　（うち普通株式数（株）） （1,028,000）

　（うちA種優先株式数（株）） （136,000）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

（注）１．Ａ種優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の

株式としております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株式が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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